特定旅客自動車運送事業経営許可申請書作成の手引き
　この手引きは、九州運輸局管内において許可申請する場合の参考として作成したものです。ご不明な点がありましたら、最寄りの運輸支局までお問い合わせ願います。

 【九州運輸局　各運輸支局　担当部門】

　　　　福岡運輸支局　　輸送部門　　　TEL：０９２－６７３－１１９１
        佐賀運輸支局　　企画輸送監査部門　　　TEL：０９５２－３０－７２７１
        長崎運輸支局　　輸送監査部門　　　TEL：０９５－８３９－４７４７
        熊本運輸支局　　輸送監査部門　　　TEL：０９６－３６９－３１５５
        大分運輸支局　　輸送監査部門　　　TEL：０９７－５５８－２１０７

        宮崎運輸支局　　輸送監査部門　　　TEL：０９８５－５１－３９５２

鹿児島運輸支局　　輸送監査部門　　　TEL：０９９－２６１－９１９２

【申請書作成にあたっての注意事項】
◎申請書提出先及び提出部数

A.提出先は、営業所の所在地を管轄する運輸支局です。
B.提出部数は、九州運輸局長あてに１部（正本）、営業所を管轄する運輸支局分

として１部、申請者控えとして１部、合計３部作成してください。
C.申請は、原則として随時受付します。

※ 標準処理期間は申請の日から２ヶ月となっています。
◎申請書様式
申請書は、Ａ４判縦・横書き・左とじとして下さい。
※ 本書中、赤字部分は記載上の注意事項です。申請書として使用する場合は削除願います。

令和３年１月１日　改訂

　　　　年　　月　　日

　　九州運輸局長　殿
　　　　　　住　　所
　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　（法人にあっては代表者名） 　　　　　　　　　　　    
　　　　　　　　　　 連絡先（電話番号、担当者、メールアドレス）
 特定旅客自動車運送事業経営許可申請書
今般、下記のとおり特定旅客自動車運送事業を経営したく、道路運送法第４３条の

規定により関係書類を添えて申請いたします。
記
１．氏名又は名称及び住所
住　　所
氏名又は名称
（法人にあっては代表者名）
２．事業の種別

 　　 特定旅客自動車運送事業
　３．運送需要者の氏名又は、名称及び住所並びに運送しようとする旅客の範囲
　要介護認定等を受け、申請者たる○○○との間で、介護サービスの利用等に関する契約を締結する、会員リスト等に掲載されているもので、市町村から介護報酬の支払い対象となる輸送に限る。

３．事業計画
　　①営業区域 
　　　○○県　
②主たる事務所及び営業所の名称及び位置
　  　・主たる事務所の名称及び位置
　   　 名 称  ○○○○（法人名又は屋号）
　   　 位 置  ○○市○○町○丁目○番○○号
　　　・営業所の名称及び位置
　    　名 称　○○営業所
　   　 位 置  ○○市○○町○丁目○番○○号          
　③営業所ごとに配置する事業用自動車の数並びにその種別ごとの数

・事業用自動車の総数　　○○両

	営業所
	軽
	小型
	中型
	　大型
	特大
	合計

	○○営業所
	○両
	○両
	○両
	○両　
	○両
	○両


備　考　３ナンバー、５ナンバー、８ナンバーの別を記入また、車いす、回転シート等

の特殊な設備を設けた車両についてはその旨記入願います。
④自動車車庫の位置及び収容能力
	車庫の所属

する営業所
	車庫の位置
	収容能力
	所有・借入の別
	備考

	○○営業所
	○○市○○町○丁目○番○○号
	○○㎡
	
	△△m

	営業所
	
	㎡
	
	m


※営業所に併設できないときは、摘要欄に営業所からの直線距離を記載してください。

· 作成上の留意点

1 申請者名・代表者名

(1) 既存法人の場合は、登記簿謄本上の、商号及び代表者氏名を記載してください。

(2) 設立法人の場合は、定款どおりに設立発起人代表等の氏名を記載してください。

(3) 個人の場合は氏名のみを記載してください。

2 申請者住所

(1) 既存法人の場合は、登記簿謄本上の本社住所を記載してください。

(2) 設立法人の場合は、定款上の本社所在地を記載してください。

(3) 個人の場合は、住民票上の住所を記載してください。

3 旅客の範囲

○○○は、申請者の氏名を記載してください。

4 営業区域

営業所所在地が存在する県名を記載してください。

5 主たる事務所

主たる事務所の位置は２．の住所と同一である必要はありません。運送事業の経営管理を行う場所が主たる事務所の位置となります。

6 営業所

(1) 営業所は営業区域内に設置する必要があります。

(2) 名称は、運送部門の名称（その場合、事業用自動車表示する名称になります。）とすることもできます。

7 営業所ごとに配置する事業用自動車の数並びにその種別ごとの数

備考欄には、３ナンバー、５ナンバー、８ナンバーの別を記入

また、車いす、回転シート等の特殊な設備を設けた車両についてはその旨記入願います。

8 自動車車庫

(1) 営業所に併設することが原則ですが、併設できない場合、直線距離で２㎞以内に設置する必要があります。

(2) 点検等を行うため車両の前後左右各５０㎝の余裕をとる必要があります。（車両を並べて収容する場合は、車両相互間の間隔が５０㎝必要です。）

計画車両１台で長さ４．６ｍ、幅１．６９ｍの場合の最低必要面積

（４．６＋１ｍ）×（１．６９＋１ｍ）＝１５．３㎡

(3) 計画車両全てを収容できることが必要です。

(4) ロープ・ペイント等で他の施設と明確に区分しておく必要があります。

(5) 車庫の前面道路を支障なく通行できる必要があります。添付書類９．の⑧に必要書類が記載してあります。

添付書類目次
１．運行管理の体制を記載した書面
① 事業用自動車の運行管理の体制 （別紙様式１）
② 運行・整備管理者（責任者）履歴書及び資格者証の写し（５両未満は不要）
  ③ 運行・整備管理者（責任者）就任承諾書 （別紙様式２）

　④ 運行管理規定　※例を別掲しています。自社に適した形に修正して制定してください。
⑤ 運転者名簿及び運転者の就任承諾書（別紙様式２）並びに運転免許証の写し
⑥ 運転者の勤務割表（月間）（別紙様式３）
　（勤務日、非番、休日、勤務開始時、終了時及び休憩時間等を具体的に記入すること。）
２．既存の法人にあっては、次に掲げる書類
　① 定款又は寄付行為及び登記簿の謄本
　② 役員又は社員の名簿及び履歴書
　（定款及び登記簿の謄本の目的欄に特定旅客自動車運送事業の登記がない場合には、議事録）
４．法人を設立しようとするものにあっては、次に掲げる書類
　① 定款（商法（明治３２年法律第４８号）第１６７条及びその準用規定により認証を必要とする場合には、認証のある定款）又は寄付行為の謄本
　② 発起人、社員又は設立者の名簿及び履歴書
　③ 設立しようとする法人が株式会社又は有限会社であるときは、株式の引受け又は出資の状況及び見込みを記載した書類
５．法人格なき組合にあっては、次に掲げる書類
　① 組合契約書の写し
　② 組合員の履歴書
６．個人にあっては、次に掲げる書類
　① 戸籍抄本
　② 履歴書
７．道路運送法第７条（欠格事由）各号及び 「特定旅客自動車運送事業の許可及び認可の申請に関する審査基準並びに標準処理期間」（平成１４年１月３１日付け九州運輸局公示第６６号）１１ 法令遵守各号のいずれにも該当しない旨を証する書類（宣誓書） （別紙様式９）                          
８．計画する事業用自動車の使用権原を証する書面
　 　 ・所有　　 ………  自動車検査証記録事項（電子化されていない自動車検査証にあっては自動車検査証の写し）
      ・車両購入  ……   売買契約書（見積書）
      ・リース   ………  自動車リース契約書（見積書）
９．事業の施設（営業所、車庫、仮眠施設）の概要を記載した書類
　① 休憩仮眠施設の概要を記載した書類（別紙様式10）
　② 位置図（申請営業所・車庫及び休憩仮眠施設の位置を記入。それぞれの施設が併設できないときは、その位置並びに相互間の直線距離を記入）
③ 平面図
④ 求積図（車庫及び休憩仮眠施設の求積図）

⑤ 予定する建物または土地の写真
既存施設を使用する場合はその構造面積等の現状が判明するように前面、側面、内面等より撮影し朱線等の区分により使用範囲を明示すること。

※ 最低、営業所全景・事務室内部・休憩仮眠室内部・車庫出入口・車庫前道路・申請車庫が判る写真が必要です。
⑥ 施設の使用権原を証する書面
・自己所有……　不動産登記簿謄本（未登記の場合は固定資産税課税台帳による証明等。）
・借入  …………賃貸借契約書（写）
⑦ 土地、建物を取得しようとする場合にあっては、購入又は建築費用の見積書（写）
⑧ 建築基準法、都市計画法、消防法、農地法等関係法令に抵触しないことの書面（宣誓書） （別紙様式11）
⑧ 車庫前面道路の道路幅員証明書（私道の場合は、通行に係る使用権原を有する者の承諾書及び当該私道に接続する公道の道路幅員証明書）

　前面道路が国道の場合には、不要です。
１０．その他
① 申請事業の管理組織の構図
 職務の概要および人員を併記すること。
② 就業規則および給与支給規則（写）

③ 申請者たる介護サービス事業者と運送需要者たる複数の要介護者との間に締結された介護サービスの利用に関する契約書又は、協定書の写し（２名分以上）
  ④ 訪問介護事業者の指定書の写し
⑤ 会員規約等（写）及び申請者たる介護サービス事業者の作成したリスト

別紙様式１
自動車の運行管理等の体制
事業所名）　　　　　　　　　
１．業務計画を遂行するに足りる運転者を確保する計画・・・・・・・・・・　　　人
      ＊添付書類・・・運転者就任承諾書、運転免許証（写）
２．適切な運行管理者及び整備管理者の選任計画並びに指揮命令系統
	
	⑧運行管理責任者
氏名
	
	　⑦運転者
氏名（予定者
	

	
	
	
	
	

	 　代表者
氏名
	
	専従する役員等
氏名
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	⑨整備管理責任者
氏名
	 （整備工場委託可）
 工場名
	

	
	
	
	

	
	
	
	


 　＊添付書類・・・運行管理責任者・整備管理責任者就任承諾書
３．点呼等が確実に実施できる体制
	点呼場所
	 点呼実施者
	
	日常点検の実施場所
	日常点検の実施者
	
	事業所と車庫間の距離及び連絡方法

	
	
	
	
	
	
	


４．事故防止及び旅客サービス等に対する指導教育及び事故処理の体制
　　(1)旅客サービス・事故防止に関する指導教育方法及び計画
　　　　　研修・講習会等の開催予定　　　年間　　　回
    (2)事故処理連絡体制
	
	運転者
	      →
	運行管理責任者
	      →
	代表者
	

	
	
	
	
	
	
	


           ↓┌        ←      ┘　↓
	
	警察署
	
	地方公共団体・運輸支局等
	


５．苦情処理体制
      苦情処理　責任者　　氏名　　　　　　　　
      苦情処理　担当者　　氏名　　　　　　　　
６．損害賠償能力
      対人保険                                   賠償金額               円
        （内搭乗者保険）                         賠償金額               円
      対物保険                                   賠償金額               円
      車両                                       賠償金額               円
      その他                                     賠償金額               円
＊提示書類・・・任意保険証書の写
※　作成上の留意点

1 適切な運行管理者及び整備管理者の選任計画並びに指揮命令系統図

(１)各営業所に配置する事業用自動車の数が５両以上の場合は、資格のある運行管理者、整備管理者を選任する必要があります。資格要件等については各運輸支局整備課に事前にお問い合わせください。５両未満の場合は、責任者を選任してください。

(２)運転者は二種免許取得者から選任する必要があります。

1 営業所に併設できない車庫を有する場合の営業所との連絡方法

併設でない車庫を有する場合は、電話の架設又は携帯電話の使用等の連絡方法を記載してください。

2 事故防止についての指導教育体制及び事故処理体制

具体的な計画を記入してください。

3 苦情処理体制

タクシーに関する苦情は運転者の接客態度に起因する例が大半です。苦情処理担当者は運転者以外の者を選任することをお勧めします。

別紙様式２
　　年　　月　　日　　
申 請 事 業 者 名　　殿　　　
　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名                          
就任承諾書
　私は、貴社（貴殿）が特定旅客自動車運送事業の経営を許可された時は、（運行管理者・整備管理者・運転者）に就任することを承諾します。

※ 就任する職種に○をしてください。

※ 運行管理者（責任者）・整備管理者（責任者）・運転者それぞれについて必要です。

	氏     名
	１
	２
	３
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	11
	11
	12
	13
	14
	15
	16
	17
	18
	19
	20
	21
	22
	23
	24
	25
	26
	27
	28
	29
	30
	31

	
	月
	火
	水
	木
	金
	土
	日
	月
	火
	水
	木
	金
	土
	日
	月
	火
	水
	木
	金
	土
	日
	月
	火
	水
	木
	金
	土
	日
	月
	火
	水

	１
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	Ａ
	Ｂ
	Ｄ
	休
	Ｃ
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	Ａ
	Ｄ
	休
	Ｂ
	Ｃ
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	Ｄ
	休
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	Ａ
	Ｂ
	Ｄ
	休
	Ｃ
	Ａ
	Ｂ

	　　　

　　２
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


別紙様式３
　　　　　勤務割表

Ａ　　８：００～１７：００　　拘束時間　９時間　　　　　　　　休憩　１２：００～１３：００　１時間
Ｂ　　８：００～１８：００　　拘束時間１０時間　　　　　　　　休憩　１２：００～１３：００　１時間
Ｃ　　９：００～１８：３０　　拘束時間　９時間３０分　　　　　休憩　１２：００～１３：００　１時間
Ｄ　　８：００～１２：００　　拘束時間　４時間　　　　　　　　休憩　１２：００～１３：００　１時間
運転者１の拘束時間

Ａ×８日＋Ｂ×８日＋Ｃ×７日＋Ｄ×４日＝２２６．５時間
別紙様式７
	事業自動車の保険料・施設賦課税等内訳書

	　
	車両取得価格
	リース料　　
	自賠責保険料
	※任意保険料
	自動車重量税
	自動車税
	環境性能割

	1
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	2
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	3
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	4
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	5
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	6
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	7
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	8
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	計
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	※　     任意保険の対人補償額は　□　無制限　□　１億円　□　８０００万円で計画しています。　　

	
	         対物補償額は　□　無制限　□　　　　　　　　万円　□　２００万円で計画しています。


　          免責額は　　　　　　　　　　万円で計画しています　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙様式８
機械器具・什器備品
	
	品　　目
	所有又は購入
	　備　考

	測

定

用

器

具
	物さし又は巻尺

タイヤ・ゲージ

タイヤデプス・ゲージ

蓄電池の充放電の測定具
	購入
所有
所有
所有
	　　　　

	作

業

用

器

具

・
工

具


	ジャッキ又はリフト

注油器

ホイール・ナット・レンチ

輪止

タイヤの空気充てん具

グリース･ガン

点検灯

トルク･レンチ


	所有
購入
購入
購入
購入
所有

所有
購入

	

	
	
	
	

	備

品
	机

ロッカー

・

・
	
	

	
	　　　　
	
	

	そ

の

他
	メーター

無線器


	
	

	
	
	
	

	
	　　　　
	
	　



器具欄の赤字のものは、有してる事が望ましいもの

別紙様式９
　　　　九州運輸局長　殿
宣　　　誓　　　書
１．　私は、道路運送法第７条の各号に規定する欠格事由のいずれにも該当しないことを宣誓いたします。
２．　私が役員として在籍している法人及び役員として在籍していた法人について、申請日以前１年間及び申請日以降において、道路運送法、貨物自動車運送事業法及びタクシー業務適正化措置法等の法律違反による行政処分を受けたことがないことを宣誓します。
記
【過去２年間に在籍した（している）法人名】
	　　　法　　人　　名
	役職名

	○○市○○町○○番地
   ○○○○株式会社  
   △△市△△町△△番地
   有限会社△△△△

	代表取締役
代表取締役



　　年　　月　　日
                   　　　　　  住　　所
                   　　　　　  氏　　名                            
※ 法人申請の場合、役員全員の宣誓が必要ですが、一葉に役員全員を列されても支障ありません。

別紙様式１０
事業用自動車の乗務員の休憩、仮眠施設の概要
	施設の所属

する営業所
	休憩仮眠施設の位置
	面積
	所有・

借入の別
	備考

	○○営業所
	○○市○○町○丁目○番○○号
	○○㎡
	
	△△m

	○○営業所
	○○市△△町△丁目△番△△号
	△△㎡
	
	△△m

	営業所
	
	㎡
	
	


※ 営業所・車庫に併設できないときは、備考欄に営業所からの直線距離を記載して下さい。
別紙様式１１
　　九州運輸局長　殿
宣　　誓　　書
　私は、道路運送法第４３条第２項第３号に規定する事業計画のうち営業所、車庫及び休憩仮眠施設について、建築基準法、都市計画法、消防法、農地法等関係法令に抵触しないことを宣誓いたします。
        　　年　　月　　日　　
　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称                      
　　　　　　　　　　　　　　　（法人にあっては代表者）
	役　職　名
	氏　　　名
	住　　　　　　　　　　所
	常勤・非常勤の別（ﾀｸｼｰ部門）
	出資の額　　　（千円）

	　
	　
	　
	常勤・非常勤
	千円

	　
	　
	　
	常勤・非常勤
	千円

	　
	　
	　
	常勤・非常勤
	千円

	　
	　
	　
	常勤・非常勤
	千円

	　
	　
	　
	常勤・非常勤
	千円

	　
	　
	　
	常勤・非常勤
	千円

	　
	　
	　
	常勤・非常勤
	千円

	　
	　
	　
	常勤・非常勤
	千円

	　
	　
	　
	常勤・非常勤
	千円

	　
	　
	　
	常勤・非常勤
	千円

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


住　　　所
名　　　称
代 表 者  

役員名簿
推定による１年間の取扱旅客の種類及び運輸数量並びにその算出の基礎
	取扱旅客の種類
	車両数
	輸送人員

	
	
	１日
	１月
	１年

	要介護認定等を受け、介護サービス事業者との間で介護サービスの利用等に関する契約を締結し、介護報酬の支払いを受け得る者。
	    
	
	
	


					
					
					

	


別紙様式１


事業用自動車の運行管理の体制





１．適切な運行管理者及び整備管理者の選任計画並びに指揮命令系統図











